
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 4年度  事 業 報 告 書
令和4年 4月  1日 から 令和 5年  3月  31日 まで

特定非営利活動法人 リトルポケット

1 事業の成果

各事業において地域で暮らす障害者や一般市民への相談支援等のサービス提供を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 日寺

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千円)

。障害者総合支援
法に基づく地域生
活支援事業 (地域
活動支援センター
I型 )

相談支援事業、地域
活動支援センター、
ピアカ ウンセ リン

グ、居住サポー トな
ど、幅広く精神障害
者及び関係者への支
援を行った。

令和 4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

地域生活支援
センターせせ
らぎ (ス マイ
ルなかの)

14名 障害者など一般
市民不特定多数

47,284

障害者総合支援法
に基づ く障害福祉
サービス事業

中野区精神障害回復
者社会生活適応訓練
事業 「デイケア」事
業の受託運営

令和 4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

区内すこやか

福祉センター

(3ヶ所 )

11名 中野区内障害者

10,087

障害者総合支援法
に基づ く特定相談
支援事業

精神障害者を対象と
してサービス等利用
計画の作成、支給決
定後のモニタリング
を行った

令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

相談支援事業
所 ことり

3名 中野区内障害者

600

障害者総合支援法
に基づ く障害福祉
サービス事業

就労継続支援B型事業
令和 4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

あとりえ
ふぁんとむ

7名 中野区内、近隣
区の障害者

43,802

障害者総合支援法
に基づ く一般相談

支援事業

精神障害者を対象 と
して地域移行支援・

地域定着支援を行っ

た

令和 4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

。地域生活支
援センターせ
せらぎ (スマ

イルなかの)

14名 中野区内障害者

2,509

障害者 の地域生活

支援 のための相談

事業

中野区障害者地域自
立生活支援センター

事業の受託運営

令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

つむぎ (スマ

イルなかの)
9名 障害者など一般
市民不特定多数 14,292



。障害者の地域生
活支援のための相
談事業

中野区南部すこやか
障害者相談支援事業
所の受託運営

令和 4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

南部すこやか

障害者相談支
援事業所

名 中野区内障害者
35,968

・障害者総合支援
法に基づ く特定相
談支援事業

障害者を対象として
サービス等利用計画
の作成、支給決定後|
のモニタリングを行
った       |

I

1令和3年 4月 1日

Itfn+Fe H 31 E

南部すこやか

障害者相談支
援事業所

11名 中野区内障害者
4,518

。障害者総合支援
法に基づ く障害福
祉サービス事業

1令和4年 4月 1日共同生活援助

Afr5+3.H 31E

GH icca 4名 中野区内障害者
15,221

障害者の地域生活
支援のための相談
事業

中野区精神障害者団
域生活支援拠点事業|

の受託運営    |

1令和4年 4月 1日

1令和5年 3月 31日

支援拠点

ippuku

3名 中野区内障害者
および都内障害
者

8,562

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容
施

時
実

日

施

所

実

場
従事者
の人数

事業費の

金額

(千円)



::十式嬢 13'J(法 第 28条 関係 )

令和 4年 度
事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業がない場合)

全

障害者総今支援法 ,こ基づく地域生活支援
.丼
業 (地域活動支援ルンターーI型 )

障害者総今支援法に基づく
`=害

福祉サー‐ビス事業

障害者総合支援法 ,基づく障古福祉サービス事業  (就労継続支援B型 事業)
障↑|:者 と健常者の意志疎通年を深めるための啓■ 11業

障害若総合支援法に基つく ‐般相談支援事業
障害イ総今支援法に基づく特,=相 談支援事業

障害者の地域生活支援のため′)相 談・丼業

障1年 者の地域′L活支援のための相談夕k
障1卜
=総
合支援法に基づく特定相談支援 'F業

障害者総合支援法事基づくFI告 福祉サービス事業 (共 同生活 )

障11者 の地域′l.活 支援のための相談
.ト

収 入

||

1品法 定

`|1費

通

福利厚生費 (職 it検診)
1'療 費
交際費
外出訓練費
消耗品費
講師科
事務用品費
水道光熱費
新聞図書費
消耗器具備品費
保険料

使用料及び賃イli料

教‖費

研修贅

● 1=費

交通費 (会 議年′

諸会費

諸謝全

印刷製本費

修繕費

通信運搬費

受託|‖絆費
業務■11費
支払「,数料
施設賃借料

租税公課
ゴ ミ処理券

減価償却費

支払利 8
雑費

給料

法定

父こマt

交通費 (会議等)
福利厚生費
研修図書費
事務消耗品費
印刷費
水道光熱費
事業通信費
業務委.〔 費
支払
'数
料

租税公課
交際費

支払利 日

備品費

減価償却費

雑費

168.125,774

___ユ L4堕望

148 925 563

____二 墜理型

“

駿

【

0

前州繰越 lL tt uオ ,′

′

“

1 ・ ‐
'

リトルポケット

==坐 工曇コニ=
99.00



貸借対照表

令和 5年  3月 31日 現在

第二号第一様式

(単位 :円 )

資 産 の 部 負 債 の 部

流動資産 44,906,036 流動負債 15,306,480

現金預金

行政未収金

未収金
立替金

仮払金

20,663,747
22,235,911
60,951
247,212
1,698.215

短期借入金

末払金

未払費用

預 り金

未払消費税

509,322
10,358,282
1,793,352
1,507,524
1,138,000

固定資産 33,061,341 固 定r負債 6.475.000
基本財産 長期借入金 6,475,000
その他の固定資産 33,061,341 負債の部合計 21,781,480
土地

建物
建物付属設備

器具及び備品

敷金

礼金

グループホーム準備預金

更新料

24,062,000
2,165,351
305,435
342,320
745,000
0

5,141,235
300,000

純 資 産 の 部

次期繰越活動増減差額
(う ち当期活動増減差額 )

56,185,897
△  3,785,221

紬 資 産 の部 合 計 56.185,897
資産 の部 合計 77,967.377 負債及び純資産の部合計 77,967,377



16 28

令和 4 年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人りトルポケット

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)に
よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法
建物及び建物付属設備の減価償却は定額法によっていますЭ

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

な し

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
なし

(5)消費税等の会計処理
税抜処理

事業別損益の状況

別紙 (1)参照

∩
∠

管理部門 合計科 目
事業 事業 事業 事業

事業部門計

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

内 容 金 額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳   なし



4 使途等が制約された寄附金等の内訂なし

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りですЭ
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

事業費と管理費について共通する経費については、従事割合に基づき按分しています。

その他の事業に係る資産の状況

なし

７
，

8

内容 期 首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

科 目 期首取得価額 取 得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

0

0

440,000
0

Ａ
υ
〈Ｕ

53,636
0

97,680
0

24,062,000
2,438,000
837,756
440,000
0

745,000
0

2,160,000

0

272,649
532,321

97,680
0

0

0

1,860,000

24,062,000
2,165,351
305,435
342,320
0

745,000
0

300,000

420,000
0

2,160,000

０

０

６

０

０

０

０

５

０

０

７

６

３

３

０

４

８

４

２

27.920,10629,917,756 765,000 151,316 30,682,756 2,762,650

有形固定資産

土地

建物

建物付属設備

器具備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

礼金

更新料

合計

科 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
509,322
6.475,000

509,322

8,695,000
0

2,220,000
2,220,000 6,984,3229,204,322

短期借入金

長期借入金

合計

科 目

計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



止 _」≧■L量
令和 1年 '1,日 現在

資産・魚債フ)内訳 全  1瀬

l 資産の部
1 流動資産

現金 木都現金

南部デイタア現′,

鷲

'デ
イケア現や

北部デイケア現金

作業所■金

革部1111■
'金

製業部門現金

清掃部lil現全

デンマーク現全

昼食■金

7ルーンホンチ■
'

,■ ど■金

G11交 流
=

モ ′ィ■令

地域生活支援拠点

その他

せせら

`姜
託費用

本部会計

′
lヽ 日■

'
郵使貯0

デイタア委託費用

研修金
"111座

補助 ,サ Iユ l座

L賃 会社用口座

昼食費
""1庄

つむ JII座

グループホーム ll庄

だ期預金

配使振薔 ||,ヽ

行政未収金 中野区

中野 I(

中野 (ズ

‖保連

中野 |(

国保連

国保連

回保連

国保連

回保連

中野区

中野 |(

中野区

中野 |ズ

中野 |(

中野 |ス

(せせ ,′ ぎ)

(デ イクア)

(あ とりえ B型 )

(つむぎ)

(地域移行)

(こ とり)

(南部相談 ,

(南部 ‐児童)

(南部・障がいを)

(GH・ 都加算)

(GH・ 家賃補助 )

(生活支援拠点 )

(生活支援拠点 :単価分 )

(感染症対策 )

(空室保証 )

|(収 令

流動資,1合 計

上

０

物

今

彗

礼

更新オ斗

魚債 ′)部

流動負債

短期待 へ今

夫払今

11.|オ ||,

流動
`1債

卜計

2 1制 定負債
長期告人

'



2.事業別損益の状況
別紙 (1)

1011.|イ 総合支援法に
■.´
'く

地域 生活 k,慶
.「業

(地域活動支援 |`レ
ター 111)

暉
`ヽ
キ総合支援

`サ

II

tう く暉∴福祉リー
r 11!t

|:章 ,11者 総 合支援 法 1=

基う く特定相談 支援
.卜 k

障吉イ総合支援法に
lA´

'く

ⅢⅢ̀
I,11ヽ
1,――

ヒス|,k
(■労社社支援 l,型 」ヽ

い `|`総 介支援法に
■ン,く  般|1談 支IF

'1,X
`単

,IFυ)地域′|:活 文
|【のオーめの相1談 .F業

暉 riイの地域生活文
1授のための11談 ."業

障■者総合支1疫よに
14′

'く

特|ビ HlI粂 支援
■業

障
`l,イ
総合支援法に

■´
'く

障害福RIⅢ,一
ヒスタk
(共同生活

'

障 Fi ro′ )地域′li活 支
援′,た め′,相談1'業

管
'1部
|'H 合 計

絆,1:,`益
.■ 111会 費

'取

″付金
.■取助成今年
'「業収益
5そυ)他収益

`I常

1(益 :|

H経 1,性 ‖|
(1)人 件性

給十1「‐
li

`,,ご

‖利

父通費

費

人件■11
(2)そυ)他経費

食材費
絆食費
通所資
鶴利●生費 (職 lt検 診 ,

Iえ凍費
交際費
外111訓練費
消耗 1:1,費

講nI料

I翡
'‖

品費
水通光熱費
新関図占資
,肖 lt器 ,t備 品費
保険料

使用料及び賃‖料

教材費
研修t
●1,費
交逝費(会議■)

`議
会t
諸謝金
印

“

ll製本書
修締資
1111:)|:搬 性
■|(腑拓費
業務答託費
支す.「 炊料
施,2■ イ|キ 11

(lt税公1巣
コミ,■ ,14
支夕、

`||||社費
減価値20費

就労支援製造,II価

その他経費計

経常費用計

1`期経常増減額



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 年間役員名簿

令和 4年  4月  1日 から    令和 5年  3月  31日 まで

特定非営利活動法人 リトルポケット

役  名 氏    名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 松田 和也 令和4年4月 1日

～令和5年 3月 31日
な し

理事 庄司 完 令和4年 4月 1日

～令和5年 3月 31日

な し

理事 洗 成子 令和4年 4月 1日

～令和5年 3月 31日

な し

理事 岸 哲也 令和4年 4月 1日

～令和5年 3月 31日

な し

理事 志村 敬親 令和4年 4月 1日

～令和5年 3月 31日

な し

監事 秋元 健策 令和4年 4月 1日

～令和5年 3月 31日

な し

監事 辻内 衣子 令和4年 4月 1日

～令和5年 3月 31日

な し



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 5年  3月  31日 現在

特定非営利活動法人リトルポケット

氏   名

1
松田 和也

2
庄司 完

3
洗 成子

4
志村 敬親

5
秋元 健策

ハ
０
辻内 衣子

7
岸 哲也

8
松田 涼子

9 宮崎 仁美

10
小駒 加代

11


